
３０  航空連合 2005-2006産業政策提言 

 [1] 観光振興 

観光は 21世紀のリーディング産業 
 

「観光」は、旅行業や宿

泊業、航空を含む運輸関連

産業だけでなく、飲食業、

土産品業など多くの業種か

ら成る裾野の広い産業であ

り、大きな経済波及効果を

持つ分野といわれています。 

また、業種の多くが各地

方に根ざす労働集約型産業であることか

ら、雇用拡大による地域の活性化にもつ

ながると期待されています。 

政府によれば、2003 年度における旅

行消費による経済効果は 23.8 兆円、こ

れによる経済波及効果は 53.9 兆円（国

内生産額 958.9 兆円の 5.6％）に上り、

雇用創出効果は 442 万人（就業者数

6,514 万人の 6.8%）と推計されていま

す。 

このように観光は、社会へのさまざま

な波及が期待される産業であり、21 世紀

のリーディング産業の可能性を秘めてい

るといえるでしょう。 

航空連合では、そうした点を踏まえ、

訪日外国人旅行者の誘致促進と日本人の

旅行機会拡充という観点から、我が国の

観光産業の育成に必要な産業基盤の整備

と内外の需要拡大のための環境整備を訴

えてきました。 

 

このような中、政府も、景気回復の起

爆剤として観光の経済効果に着目し、「観

光立国」と銘打って、対策に力を入れて

います。特に取り組みを強化しているの

が、外国人の訪日需要を喚起する施策で

す。 

日本は訪れる外国人数が世界で 33 位

であり、またアジア地域内で比較しても5

位から 7 位に転落するなど、国際観光の

分野では後進国だと指摘されています。

こうした点を踏まえ、「2010 年までに

外国人旅行者数を 1,000 万人に倍増す

る」ことを政策目標とした訪日促進キャ

ンペーン（ビジット・ジャパン・キャン

ペーン（ＶＪＣ））などの施策が実施さ

れています。 

2003 年 7 月には、関係省庁を横断す

る「観光立国行動計画」が策定され、首

相をはじめとする関係閣僚会議のもと、

各省庁の局長級会議が設置され、関係省

庁が一体となって観光振興に取り組んで

います。また、これに関連して、歴代内

閣として初めて観光立国担当大臣（国交

相）が任命されるとともに、国交省に局

長級の観光審議官が新設され、体制は整

備されてきています。 

 

ＶＪＣ初年度である2003年度の訪日

外客数は約 534 万人で、前年度の 531

万人に比べ＋0.5％でしたが、2004 年

度には 614 万人、前年度比で＋15.6％

となっており、VJC の取り組みに一定の

成果が現れつつあると見ることも出来ま

す。一方、今年９月には香港ディズニー

ランドがオープンし、また 2008 年には

北京オリンピックが開催されるなど、近

隣アジアで集客力のあるイベントが控え、

旅行者を安定的に日本に迎え、目標を達

成する為には、信頼性の高い観光統計の

もと詳細な分析を行い、きめ細やかな取

り組みが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＶＪＣの対象国については、当初の５

カ国（中、米、韓、台、香）に加え、2004

年度より 3 カ国（英、独、仏）増え、予

算も国土交通省の観光関係予算のほぼ半

分にあたる32億円に増額されましたが、

訪日促進地域の選択と集中という本来の

目的からすると、疑問が残ります。そも

そも、現在の政府の施策は誘致・宣伝活

動に偏向していないでしょうか。訪日外

国人旅行者倍増を本気で実現させようと

思うなら、リピーターの醸成が不可欠で

あり、その取り組みに力を注ぐべきです。 

また、VJC そのものの国民の認知度が

まだ低いことも課題として挙げられます。 

 

この他、外国人旅行者の出入国手続き

の円滑化について、査証手続きなど一部

で整備されつつあるものの、空港での出

入管に時間がかかっているという問題や、

外国人旅行者の詳細な動向の把握と分析

に必要な観光統計の信頼性が低いなど、

課題もいくつかあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Part Ⅳ 観光政策 

「観光立国」の実現に向けて、訪日外国人旅行者の

倍増など、政府行動計画の着実な前進を 
問

題

点 

外国人訪問者数の国別順位（2003年）

75,048
51,830

41,212
39,604

32,970
24,715

19,078
18,665
18,392
17,534

15,706
15,537
14,180
13,720
13,341

11,707
10,577
10,082
9,181
7,943
7,627
7,409
7,332
6,690
6,640
6,530
6,369
6,326
6,309
5,871
5,746
5,705
5,212
5,114
5,076
4,753
4,552
4,467
4,354
4,091

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000

フランス

米国

中国

オーストリア

ドイツ

ハンガリー

ギリシャ

トルコ

マレーシア

オランダ

スウェーデン

サウジアラビア

南アフリカ共和国

アイルランド

マカオ

エジプト

日本

チェコ

モロッコ

オーストラリア

千人

1位

10位

20位

30位

40位
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33位 

☆日本は世界で３３位 

訪日外国人旅行者数 2003年：521万人 

2004年：614万人 

☆訪日外国人の比率 

アジア：67％、北米：15.3％ 

欧州：12.4％、オセアニア：4％ 

☆アジア各国の内訳 

韓国：28％、台湾：15％ 

中国：8.6％、香港：5％ 
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訪日観光促進に向け、 

よりきめ細やかな取り組みを 

訪日外国人旅行者倍増に向けリピー

ターを醸成させていくためには、快適な

訪日観光のための環境整備により重点を

おくべきと考えます。特に訪日外国人旅

行者からよく指摘される「言葉が通じな

い不便さ」への対応が、これまで以上に

求められます。 

具体的には、外国人対応が可能な観光

案内所の増設や交通機関、宿泊施設、観

光地、飲食店など訪日外国人の対面施設

における他国語表記の増設、英語対応係

員の養成などに取り組むべきと考えます。 

また、民間には、リピーターの醸成な

ど観光立国実現に不可欠なノウハウが蓄

積されています。交通運輸、旅行など我

が国の観光産業は、これまでインバウン

ド分野の事業化に比較的消極的でしたが、

徐々に訪日外国人旅行者を対象としたビ

ジネスに乗り出している事業者も増えて

おり、民間のノウハウの活用も検討が求

められます。 

各国へのプロモーションのあり方につ

いては、より効果的に、より多くの地域

に観光してもらう為には、各自治体が独

自に行なう誘致活動に加え、東京や大阪、

京都といった外国人に人気も知名度もあ

る都市とセットにしてプロモーションし

ていくことも必要です。飛行機の利用促

進という観点でいうと、既存の国内線

ネットワークを活用し、拠点空港と地方

空港の役割分担を明確にした上で、点と

点を結んだ旅行商品を造成し、そのプロ

モーションを行なうべきです。 

また、市民参加型のスポーツイベント

をはじめ、長期的、安定的に集客の見込

みのあるイベントや地方に点在する祭り

を集約、計画的に実施し、プロモーショ

ンすることも重要です。 

VJC の国内での認知度が低いことも

課題として挙げられます。「観光立国行

動計画」の中に「一地域一観光」国民運

動として、国民に自分が住んでいるとこ

ろの魅力発見、自己点検を促す施策を実

施するとありますが、その推進の為には、

これまで以上に国民へのアピールを強め

る必要があります。 

また、計画の内容そのものについても、

例えば、出入管の現場で問題となってい

る恒常的な係員不足等が盛り込まれてい

なかったり、一部のテーマでは具体的な

達成年度が示されていない等の点で更な

る充実が求められます。 

 

観光地の環境整備 

日本は観光資源の豊かな国であり、四

季折々の風情、地方の文化、豊かな食材

等、世界に十分アピールできるものを

持っており、こうした特色を生かした観

光地の環境整備にもより一層取り組むべ

きです。この場合、地方自治体や民間の

活力を活かした案内センターづくりが重

要となります。 

政府においても、街並みや暮らしぶり、

地域交流などの広がりを持ち、旅行者に

とって魅力ある地域づくりを推進するた

め、2003 年度から「観光交流空間づく

りモデル事業」を実施しました。このよ

うな魅力ある観光地づくりと、誰もが観

光資源を容易に訪れ、楽しむことのでき

るような環境整備を早急に進めていく必

要があります。 

 

国内旅行費用の低廉化 

国内旅行費用の低廉化も重要な施策で

す。そのためには、ウェルカムカード（各

施設で割引などの優遇措置を受けられる

カード）や交通機関の割引運賃のさらな

る拡充、外国人旅行者のための低廉な宿

泊施設の情報提供整備などが有効であり、

これらの普及促進策の強化が必要です。 

 

外国人旅行者の 

出入国手続きの円滑化 

中国からの団体観光旅行について、査

証発給対象地域が中国全土に拡大され、

また、韓国についても短期滞在型査証免

除措置を万博以降も継続する動きもある

など、査証手続きの簡略化が進んでいま

すが、今後も「査証相互免除取極」の対

象国拡大、APEC ビジネストラベルカー

ドのようなビザ発給手続きの省略化・簡

素化や迅速化などの効率

化を実施し、利便性向上を

図ることが望まれます。 

一方で、外国人旅行者の

出入国は相変わらず混雑

が続いています。対応策と

して係員を増員する他、台

湾や韓国を対象に実施が予定されている

プレクリアランスについても、各国の訪

日状況を見ながら拡大していくなど、手

続きにかかる負担をできる限り軽減する

ことが求められます。 

 

観光統計の整備と 

倍増目標の位置づけ 

外国人旅行者にスポットをあてた訪日

外客統計は、現状のスキームでは観光目

的の入国者数が正確に把握できないため、

公式統計の他にJNTOの推計値が利用さ

れています。但し、両統計は旅行者に誤

差が生じており、国策のベースとなる重

要な統計であることを考えると、改善が

求められます。 

さらに、政府の倍増目標数値は、訪日

外国人旅行者だけでなく、商用入国者も

含まれた「訪日外客」の数値が使用され

ています。統計上の問題はあるものの、

観光政策本来の目的や主旨を考えると、

日本の文化や自然に触れる機会も多く、

より消費活動の活発な観光旅行の誘致に

力を注ぐべきであり、その動向を把握し、

分析した上で効果的な施策を展開する必

要からも、観光統計のあり方に工夫が求

められます。 

そのような中、国交省は 2005 年 8 月

に「わが国の観光統計の整備に関する調

査報告書」をとりまとめ、これまでの観

光統計が観光政策の立案や検証に充分に

活用されていない現状を踏まえ、地域間

の比較、経済効果･景気動向の把握、観光

統計の体系化を目的に観光統計を整備し

ていくとしています。その中には外国人

旅行者に関する統計の整備もふくまれて

いるものの、目的別の外国人旅行者の動

向の把握に関する視点が不十分であり、

早急に取り組むことが求められます。 

旅行環境の整備など、リピーター醸成のための施策

の強化を 
提

言 
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 [2] 日本人の旅行機会 

旅行を楽しむための休暇制度は不十分 
 

「観光」は、21 世紀の

リーディング産業として、

我が国経済への波及効果や

地域活性化といった点が期

待されていますが、旅行者

の側にとっても、「ゆとり

ある生活」を実感できる人

気の高い余暇活動です。

（財）社会経済生産性本部の「国民の余

暇活動の潜在需要調査」によると、第 1

位が「海外旅行」、第 2 位が「国内観光

旅行」となっており、多様な余暇活動の

中で観光に対する潜在需要が依然として

高いことがうかがえます。 

航空連合でもそうした点を踏まえつつ、

観光振興のため邦人の旅行機会拡充のた

めの環境整備を求め、取り組んできまし

た。 

 

では、最近の国民の旅行動向の実態は

どうでしょうか。 

「2004 年度観光の状況に関する年次

報告」によれば、同年の邦人海外旅行者

数は約 1,683 万人で、ここ数年外部要因

により増減があるものの、数年前ほどの

高い伸びはありません。 

また、邦人国内宿泊観光旅行回数は国

民一人当たり 1.28 回（前年比 8.0％減）、

宿泊観光旅行は国民一人当り 1.92 泊(前

年比 4.0％減)となっており、減少傾向が

続いています。 

一方、家計調査によれば、2004 年の

1 世帯当たりの旅行関連消費支出（国内

外の区別なし）は 13 万 2,815 円で、家

計消費支出全体に占める割合は上昇に転

じています。 

直近の「国民生活に関する世論調査」

において、今後の生活で特に重点を置き

たい分野としては、｢レジャー･余暇生活｣

を選んだ人が 33.8％と最も高く、観光に

対する潜在需要は高いにも関わらず、旅

行機会は減少しています。これは、休暇

の短さや時期の集中といったわが国の休

暇制度に関する構造的な問題が原因であ

り、結果として、まとまった日数の旅行

に思うように出かけられないといった不

具合や、旅行地における集中と混雑等の

弊害を引き起こしていると指摘されてい

ます。 

例えば年次有給休暇を見ても、2004

年の日本の取得日数は 8.5 日で、個人の

取得率は 47.1％となっており、前年から

更に低下、また他の先進国と比べても低

水準にとどまっており、制度が十分に活

用されているとはいえない状況です。 

 

他にも、日本の勤め人の休暇は「連続

性」がないこと、業種・企業規模による

「格差」があること、さらに休暇が盆・

暮・ゴールデンウィークなどに極端に集

中するなどの問題があります。これに対

して、欧米では休暇の価値について社会

全体で理解が進んでいます。ドイツでは

年度始めに各人の年間の休暇スケジュー

ルが職場単位で決定しており、早めに計

画を立てて旅行などを安く手配するなど

の感覚が国民に浸透しています。 

 

また、学校の「夏」「冬」「春」休み

が休暇時期の集中に拍車をかけていると

いう指摘もあります。これに対して、フ

ランスでは国内を３つのゾーンに分けて、

とくに春休みと冬休みの時期に、１週間

ずつ開始日をずらすといった措置が取ら

れています。 

 

我が国でも、政府による休暇制度の見

直しの検討が始まっています。国土交通

省と文部科学省は、業界団体、学識者と

ともに「長期家族旅行国民推進会議」を

立ち上げ、2004 年 6 月に提言をまとま

した。提言は、「『家族仕様』の旅文化

を拓く」と題して、有給休暇の取得促進、

学校休業の多様化と柔軟化、休暇時期の

分散化などを提起しています。 

「ゆとりある生活」は、観光やレクリ

エーション活動の促進にとどまらず、経

済的にも地域振興や余暇関連支出の増大

に寄与します。加えて、私たち一人ひと

りが見聞を広めさまざまな体験をするこ

とで、創造性豊かな社会を実現すること

にも繋がります。 

 

Part Ⅳ 観光政策 

旅行機会の拡充を図り、ゆとりある生活を実感するた

めに、休暇制度の見直しが必要です。 
問

題

点 

資料：「就労条件総合調査」（厚生労働省）、EU 及び各国資料より、厚生労働省労働基準局賃金時間課推計 

＜年間休日の国際比較＞ 

 

 

年次休暇取得の調査時期 

日本   2004 年 

アメリカ 1997 年 

イギリス 2001 年 

ドイツ  1996 年 

フランス 1992 年 
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年次有給休暇の取得促進 

年次有給休暇については、2003 年に

政府の専門委員会が経済再生政策のひと

つとして、その完全取得を柱とする長期

休暇実現のための調査結果を発表しまし

た。調査結果では、総合的な法制度（バ

カンス基本法）の制定も示唆されていま

す。休暇について国際的な水準を決めた

条約（ILO132 号）がありますが、日本

はまだ批准していません。年次有給休暇

と組み合わせた長期休暇を取りやすくす

るためには、法制化も含めた環境整備が

必要と考えます。 

 

そのためには、企業、働く者自身も制

度や意識、働き方を見直す必要があり、

真の「ゆとり、豊かさ」実現のために経

営者・労働者・政府が一体となって推進

していくことが重要です。 

 

ハッピーマンデー化の促進 

旅行動向は、余暇時間の長さだけでな

く、休日構成にも大きく影響を受けてい

ます。 

祝日法改正により、2000 年から成人

の日と体育の日がそれぞれ 1 月、10 月

の第 2 月曜日になりましたが、初の「成

人の日 3 連休」では、国内旅行が 54％、

海外旅行が 15％、それぞれ増加したとの

報告もありました。 

その後祝日法が再度改正され、2003

年からは海の日と敬老の日もそれぞれ 7

月、9 月の第 3 月曜日になりましたが、

さらに連休化を進めることが求められま

す。 

また、9月20日の空の日を祝日化し、

その時期にある敬老の日と秋分の日とあ

わせ連休を取りやすいようにすることを

提唱します。 

 

学校休業の多様化・柔軟化 

また、政府委員会は長期休暇取得の観

点から学校の「秋休み」の創設を提言し

ています。民間も、日本ツーリズム産業

団体連合会（TIJ）が、政府のバックアッ

プを得ながら広報宣伝を進めていますが、

学校でも休業の多様化が徐々に進み、2

学期制と合わせて秋休みを導入する地方

自治体も出てきました。 

 

加えて、子ども自身の

「ゆとり、豊かさ」のため

に、親とともに家族旅行や

社会見学ができる「子ども

有給休暇制度」を創設する

ことも、重要な教育政策・

観光政策です。 

前述の政府委員会でも、家族で楽しめ

る休暇として「子どもの遊休」を提言し

ています。休暇時期の分散化が進めば、

家族旅行の増加にもつながります。連休

化の推進は、財源の要らない経済対策と

して景気回復にも大いに貢献することに

なるでしょう。 

 

長期休暇をとりやすくするた

めの制度や環境の整備 

こうした施策により増加する連休を旅

行などに活用するためには、各種支援、

補助制度の拡充、総合保養地域・施設の

整備、観光機運の醸成などの施策につい

ても、民間と行政とが一体となって進め

ていくべきと考えます。 

 

 

余暇の増大や連休化の推進により、旅行機会の拡

大を図る。 
提

言 

＜2 週間連続休暇の過ごし方の希望＞ 

 

＜ILO132 号条約の主な内容と批准国例＞ 
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